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Ⅰ．申請技術の概要 

１．申請技術の名称 流動床式熱分解溶融炉によるごみ処理技術 

２．申請者 三菱重工業株式会社 

３．対象廃棄物 一般可燃ごみ 

４．処理方式 流動床式熱分解ガス化溶融方式 

５．検証対象施設 三菱重工業㈱横浜製作所金沢工場 R＆D センター内 15t/24h 

６．申請技術の概要と検証範囲  

本技術は、流動床式熱分解炉及び旋回溶融炉の組み合わせによるごみ処理システムであり、流動床式熱分

解炉において、部分燃焼によりごみを熱分解・ガス化し、熱分解ガスと微細な固形粒子（チャー等）を発生させ、

これを旋回溶融炉において高温燃焼させ、灰分を同時に溶融処理する技術である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実証施設のフローと検証範囲 

 

 

 

７．試験実施期間 平成 12 年 7 月 ～ 平成 13 年 3 月 

８．技術の特徴 ① ごみ質の変動に対応し、空気比約1.3で安定運転が可能である。 

② 熱分解炉の温度制御、旋回溶融炉の温度・酸素濃度制御等の自動運転が可能

で、省力化が図られる。 

③ 排ガス中のダイオキシン類濃度は、煙突出口で0.1ng-TEQ/m3N以下(O212％換

算値)である。 

④ 溶融スラグは溶融固化物の再生利用に係る目標基準を満足する。 

⑤ 酸化物が少なく資源価値の高い鉄、非鉄金属の回収が可能である。 

９．検証終了期日 平成 13 年 7 月 9 日 

10．台帳登録番号 JESC-AA-H12-02 

 

 

検証結果の概要 
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Ⅱ．検証結果(性能・特徴等)と実用化に際しての留意事項 

性能項目 検証結果（性能・特徴等）と実用化に際しての留意事項 報告書該当箇所 

○検証結果 

(1)本実証試験に用いたごみは、横浜市の収集ごみであり、これを試験目

的に応じて直接あるいは調整して試験を行った。 

(2)実証試験に用いたごみは以下のとおりであり、計画値の基準ごみより

高いごみ質であった。 

 

計画ごみ質と試験ごみ代表値の比較 
計画値 測定値（注） 

項 目 
低質 基準 高質 最小 平均 最大 

かさ密度      (g/ml) － － － 0.23 0.18 0.16 

水  分       (%) 60 51 29 60.0 41.1 23.0 

灰  分       (%) 10 10 10 5.48 7.52 9.39 

三 

成 

分 可燃分       (%) 30 39 61 34.52 51.35 67.61 

炭  素       (%) － － － 17.60 27.03 34.03 

水  素       (%) － － － 2.25 3.81 4.91 

酸  素       (%) － － － 13.75 19.38 27.49 

窒  素       (%) － － － 0.47 0.54 0.59 

硫黄分       (%) － － － 0.07 0.09 0.12 

 

塩素分       (%) － － － 0.38 0.50 0.47 

低位発熱量 (kcal/kg) 

(kJ/kg) 

1,200

5,020

1,800

7,530

2,800

11,720

1,220

5,110

2,350

9,840

3,030 

12,680 

（注）調整ごみの結果も含む。 
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●実用化に際しての留意事項 

  ごみの安定供給が、本技術の性能を確保する上で重要である。本検証

では前処理は検証範囲外であるため、粗大不燃物や破砕不適物の除去及

び適切な粗破砕機の選択など、本技術に適した前処理システムの採用に

留意する必要がある。 
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性能項目 検証結果（性能・特徴等）と実用化に際しての留意事項 報告書該当箇所 

○検証結果 

(1)処理能力は、処理量に対する安定出滓により確認した。ごみ発熱量

とごみ処理量の関係は以下に示すとおりであり、実証試験においては

ごみ低位発熱量1,200～3,000kcal/kg(5,020～12,560kJ/kg)の範囲で

は概ね定格処理が可能であった。 

 

 (2)本実証施設では、定格処理量(15t/24h)に対する自己熱溶融限界のご

み低位発熱量は2,600kcal/kg(10,880kJ/kg)であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実証施設のごみ処理能力 
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●実用化に際しての留意事項 

  実証施設では、規模が小さく、放熱量が大きいため、自己熱溶融限界

のごみ低位発熱量は高かったが、実用施設では、自己熱溶融限界を与え

るごみ低位発熱量を低下させるように、スケールアップ効果と余熱利用

の最適化に努める必要がある 
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2.2 ごみ処理能力 
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性能項目 検証結果（性能・特徴等）と実用化に際しての留意事項 報告書該当箇所 

○検証結果 

(1)連続運転 

連続運転では、期間中、軽トラブルによりごみ供給を2回停止したが37

日間の連続運転を実施できている。 

① ごみ処理量 

 連続運転期間中のごみ処理量は15.1t/日であり、定格値を満足して

いる。 

② 熱分解炉 

 流動化空気量及びごみ供給量の調整により熱分解炉温度は483～

624℃に維持できている。 

③ 旋回室 

 一次燃焼空気量の調整により旋回室温度は1,304～1,410℃に維持で

きており、スラグの安定出滓ができている。 

④ 二次燃焼室 

   二次燃焼室出口温度は850℃以上、滞留時間２秒以上を維持できてお

り、CO 濃度も0～30ppmで運転されている。 
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2.3 安定稼動 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2)低空気比燃焼 

  ごみ質変動に対応して、二次燃焼室出口O2濃度は約５％、空気比は約1.

3（1.2～1.4）で運転されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ごみ質と二次燃焼室出口O2濃度及び空気比の関係 
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●実用化に際しての留意事項 

  延べ 100 日を越える実証試験期間中、給じん装置ごみホッパでのブリ

ッジ、煙道での溶融飛灰堆積の軽トラブルがあった。実証施設では解決

済であるが、実用施設でもこれらの実証経験を生かし設計に反映させる

必要がある。 
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4)低空気比燃焼 
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性能項目 検証結果（性能・特徴等）と実用化に際しての留意事項 報告書該当箇所 
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○検証結果 

 減容化及び減量化率、並びにスラグ化率は下表のとおりであり、投入ご

みに対して平均で減容化率2.3％、減量化率9.4％である。 

また、スラグ化率は約84.5％である。 

 

減容化率及び減量化率 

項   目 単位 

H12.8.17 

～ 

H12.9.22 

かさ比重 

ごみ処理量 t 536.6 0.17 

不燃物排出量 t 15.1 0.74 

飛灰排出量(注1) t 12.2 0.36（注4） 

スラグ排出量 t 23.5 1.2 

減容化率(注2) vol% 2.3 － 

減量化率(注3) wt% 9.4 － 

（注1）活性炭、消石灰等を含んだ値（薬剤処理前） 

（注2）減容化率 = (不燃物排出量/かさ比重 + スラグ排出量/かさ比重 

           + 飛灰排出量/かさ比重)/(ごみ処理量/かさ比重)×100 

（注3)減量化率 = (不燃物排出量 + スラグ排出量 + 飛灰排出量) 

         /ごみ処理量 ×100 

（注4）実証施設では飛灰処理設備がないため、薬剤処理前のかさ比重 

 

 

 

スラグ化率 

項   目 単位 H12.8.25 H12.9.5 H13.2.10 

スラグ生成量：Ａ kg/h 29.0 25.2 29.7 

二次燃焼室出口排ガス中ばいじん量：Ｂ kg/h 5.4 4.5 5.5 

スラグ化率：A/(A+B)×100 wt% 84.3 84.8 84.4 
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7)スラグ化率 
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性能項目 検証結果（性能・特徴等）と実用化に際しての留意事項 報告書該当箇所 

  
② 

安 

定 

化 

効 

果 

○検証結果 

(1)溶融スラグの溶流点は、1,280～1,310℃であり、塩基度は0.64～0.68

である。また、溶融スラグ中のダイオキシン類含有量は検出限界以下で

ある。 

 

溶融スラグの成分分析及び溶融特性 

項目 単位 最大 平均 最小 

Si ％・ｄｒｙ 17.0 16.4 15.8 

Al ％・ｄｒｙ 12.0 10.3 8.6 

Fe ％・ｄｒｙ 4.75 3.54 2.40 

Na ％・ｄｒｙ 1.70 1.52 1.34 

K ％・ｄｒｙ 0.83 0.62 0.38 

Ca ％・ｄｒｙ 17.0 16.4 16.0 

Mn ％・ｄｒｙ 0.15 0.13 0.12 

Mg ％・ｄｒｙ 2.70 2.26 1.98 

Cu ％・ｄｒｙ 0.22 0.11 0.01 

Pb mg/kg・ｄｒｙ 270 220 190 

Zn ％・ｄｒｙ 0.11 0.07 0.04 

Ti ％・ｄｒｙ 1.40 1.09 0.67 

P ％・ｄｒｙ 0.75 0.68 0.61 

Cd mg/kg・ｄｒｙ 5 4 3 

Cr ％・ｄｒｙ 0.05 0.03 0.02 

Ni ％・ｄｒｙ 0.01 0.01 ≦0.01 

CO3 ％・ｄｒｙ － ≦0.1 － 

SO4 ％・ｄｒｙ 0.06 0.04 ≦0.01 

Cl mg/kg・ｄｒｙ 300 200 100 

As mg/kg・ｄｒｙ － ≦0.1 － 

T-Hg mg/kg・ｄｒｙ － ≦0.01 － 

Se mg/kg・ｄｒｙ － ≦0.1 － 

塩基度 CaO/SiO2（重量比） 0.68 0.66 0.64 

軟化点 ℃ 1,270 1,260 1,260 

融点 ℃ 1,280 1,270 1,270 

溶流点 ℃ 1,310 1,290 1,280 

 

 

溶融スラグ中のダイオキシン類含有量 

項  目 H12.11.7 H13.2.10 

ダイオキシン類濃度(ng-TEQ/g) (注) 0 0.000028 

（注）毒性当量は、定量下限未満の実測濃度を0として算出したものである。 
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1)排出物 
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性能項目 検証結果（性能・特徴等）と実用化に際しての留意事項 報告書該当箇所 

 
(2)熱分解炉から排出された不燃物は、下表に示すとおり、鉄類、アル

ミ類などの金属類、及び陶器、ガラスなどのがれき類であり、その熱し

ゃく減量は約１％で、処理基準値（５％）以下である。 

 

不燃物の組成 

成  分 単  位 H13.3.7 

鉄類 wt％ 27.0 

アルミ類 wt％ 7.2 

銅 wt％ 0.2 

陶器 wt％ 7.8 

その他（ガラス、石片など） wt％ 57.8 

 

不燃物の熱しゃく減量 

項  目 H12.8.22 H13.2.25 平  均 

熱分解炉不燃物（％） 0.94 1.20 1.07 

 

 

 

P52 3.1 

1)排出物 
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○検証結果 

(1)不燃物の溶出試験結果は、「土壌の汚染に係る環境基準」に適合して

いる。 

 

 

不燃物の溶出試験結果（注1） 

項  目 土壌環境基準(注2) H13.2.10 H13.3.9 

Ｐｂ mg/l ≦0.01 ≦0.001 0.003 

Ｃｄ mg/l ≦0.01 ≦0.001 ≦0.001 

Ａｓ mg/l ≦0.01 ≦0.005 ≦0.005 

Ｔ-Ｈｇ mg/l ≦0.0005 ≦0.0005 ≦0.0005 

Ｃｒ
６＋

 mg/l ≦0.05 0.01 ≦0.01 

Ｓｅ mg/l ≦0.01 ≦0.005 ≦0.005 

ｐＨ － - 9.2 11.1 

  (注1)溶出試験方法：環境庁告示第46号 

 (注2)「土壌の汚染に係る環境基準」 
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1)排出物 
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性能項目 検証結果（性能・特徴等）と実用化に際しての留意事項 報告書該当箇所 

   
(2)溶融スラグの溶出試験結果は、「溶融固化物に係る目標基準」に適合し

ている。                    

溶融スラグの溶出試験結果（注1） 

項  目 
目標基準 

(注2) 
H12.9.20 H12.9.21 H13.2.10 H13.2.27 

Ｐｂ mg/l ≦0.01 ≦0.005 ≦0.005 ≦0.001 0.002 

Ｃｄ mg/l ≦0.01 ≦0.005 ≦0.005 ≦0.001 ≦0.001 

Ａｓ mg/l ≦0.01 ≦0.005 ≦0.005 ≦0.01 ≦0.005 

Ｔ-Ｈｇ mg/l ≦0.0005 ≦0.0005 ≦0.0005 ≦0.0005 ≦0.0005 

Ｃｒ
６＋ mg/l ≦0.05 ≦0.01 ≦0.01 ≦0.01 ≦0.01 

Ｓｅ mg/l ≦0.01 ≦0.005 ≦0.005 ≦0.01 ≦0.005 

ｐＨ － - 8.1 7.0 9.3 6.6 

(注1)溶出試験方法：環境庁告示第46号 

(注2)「一般廃棄物の溶融固化物の再生利用に関する指針（生衛発第508号、水道環境部長 

通知、平成10年3月26日）」 

 

(3)薬剤処理後の飛灰の溶出試験結果は、下表のとおりであり、キレート剤

の添加率を上げることにより埋立基準を満足することができる。 

 

薬剤処理後の飛灰溶出試験結果（H13.2.10）（注） 

キレート剤の添加率 
項   目 

０% ２% ３% 

埋立基準値 

(総理府令第5号) 

Ｐｂ mg/l 5.89 0.48 ≦0.005 ≦0.3 

Ｃｄ mg/l ≦0.01 ≦0.005 ≦0.005 ≦0.3 

Ａｓ mg/l ≦0.01 ≦0.005 ≦0.005 ≦0.3 

T-Hg mg/l ≦0.005 ≦0.005 ≦0.005 ≦0.005 

Cr
６＋ mg/l ≦0.05 ≦0.05 ≦0.05 ≦1.5 

溶 
出 
試 

験 

 
Ｓｅ mg/l ≦0.01 ≦0.01 ≦0.01 ≦0.3 

ｐＨ － 12.4 12.4 12.4 － 

(注)溶出試験方法：環境庁告示第13号（飛灰には排ガス処理用の消石灰、活性炭を含む） 

 

 

(4)飛灰中のダイオキシン類含有量については下表のとおりであり、処理

基準に適合している。 

 

飛灰中のダイオキシン類含有量 

項   目 処理基準 (注) H13.3.12 

ダイオキシン類 

ng-TEQ/g 
3 0.11 

(注)ダイオキシン類対策特別措置法 
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1)排出物 
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1)排出物 
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1)排出物 
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性能項目 検証結果（性能・特徴等）と実用化に際しての留意事項 報告書該当箇所 

２ 

環 

境 

保 

全 

性 

(1) 

ダ 

イ 

オ 

キ 

シ 

ン 

類 

発 

生 

抑 

制 

・ 

排 

出 

防 

止 

○検証結果 

 ダイオキシン類の総排出量は、3.35μg-TEQ/t-ごみである。 

 

ダイオキシン類総排出量（H13.3.12） 

排出量 割合 
項目 

ng-TEQ/h μg-TEQ/t-ごみ TEQ：％ 

溶融スラグ 0.00 0.00 0.00 

飛  灰 1,991 3.21 95.69 

排ガス 89.74 0.14 4.31 

合 計 2080.74 3.35 100.00 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

P60  3.2 

3)ダイオキシン

類総排出量 
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性能項目 検証結果（性能・特徴等）と実用化に際しての留意事項 報告書該当箇所 

○検証結果 

 ばいじん等の排ガス性状については、廃棄物処理施設に係る大気汚染防止

法の基準値を満足している。 

 

                         排ガス性状               （測定個所：煙突） 

計測結果 
項目 

H12.11.7 H13.3.12 
計画値 参考値(注1) 

ばいじん 
g/m3N 

（O2 12％換算）
≦0.001 ≦0.001 ≦0.07 0.04 

塩化水素 
ppm 

（O2 12％換算）
6 ≦4 ≦20 430 

硫黄酸化物 ppm ≦5 ≦5 ≦20 － 

窒素酸化物 
ppm 

（O212％換算） 
3 31 ≦80 250 

一酸化炭素

(注2) 

ppm 

（O212％換算） 
≦5 ≦5 ≦30 100 

ﾀﾞｲｵｷｼﾝ類 
ng-TEQ/m3N 

（O2 12％換算）
0.026 0.014 ≦0.1 0.1 

(注1)廃棄物処理施設に係る規制値のうち、規模に係わらず最も厳しい条件とした。 

    (注2)連続分析計の値 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
(2) 

大 

気 

汚 

染 

防 

止 

●実用化に際しての留意事項 

  実証施設では、排ガス中のダイオキシン類濃度は煙突出口で0.1ng-TEQ/m3

N以下(O212%換算値)であったが、実用施設では、排ガスの冷却工程における

ダイオキシン類の再合成を考慮し、かつ適切な排ガス処理システムの採用に

より、さらにダイオキシン類の低減に努める必要がある。 

 

 

 

P55 3.1 

2)排ガス 
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性能項目 検証結果（性能・特徴等）と実用化に際しての留意事項 報告書該当箇所 

○検証結果 

スラグ水砕水の水質は、以下のとおりである。 

・スラグ水砕水の重金属含有量は水質汚濁防止法の排水基準値以下である。 

・36日間水砕水を引抜きせずに測定したスラグ水砕水のダイオキシン類濃

度は130pg-TEQ/lである。 
・実用施設では、スラグ水砕水を引き抜き、他の排水と併せて適切な排水処
理を行うことにより、放流水を排水基準値(10pg-TEQ/l)以下にすることが
可能と考えられる。 
 
 

スラグ水砕水の重金属含有量 

測定値（スラグ水砕水槽） 
分  析  項  目 

H13.2.27 H13.3.9 
ｐH ― 6.7(22.5℃) 6.6(23.0℃) 

Pb mg/l 0.001 0.002 

Cd mg/l 0.007 0.006 

Cr
６＋ mg/l 0.01 ≦0.01 

T-Hg mg/l ≦0.0005 ≦0.0005 

As mg/l ≦0.005 ≦0.005 

Se mg/l ≦0.005 ≦0.005 

Cl mg/l 449 292 

 
スラグ水砕水のダイオキシン類濃度 

項目 単位 測定値（H13.3.7） 

ダイオキシン類 pg-TEQ/l 130 

 
 

(3) 

水 

質 

汚 

濁 

防 

止 

 

●実用化に際しての留意事項 
 スラグ水砕水を、長期間引き抜かない場合は、ダイオキシン類が濃縮され
ることを確認した。実用施設の維持管理においては、スラグ水砕水の引き抜
き等を適宜行い、適切な排水処理を行う必要がある。 
 
 

 

P56  3.1 

3)排水 

(4) 

悪 

臭 

防 

止 

 

○検証結果 

  本技術においては、設備特有の悪臭源はない。 

 

P57  3.1 

4)悪臭 

 

(5) 

騒 

音 

・ 

振 

動 

防 

止 

 

○検証結果 

  従来設備と同様に騒音・振動対策が必要となる他、粗破砕機や振動スク

リーン等の騒音・振動を発生する機器に対して対策が必要である。 

 

P57  3.1 

5)騒音・振動 
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性能項目 検証結果（性能・特徴等）と実用化に際しての留意事項 報告書該当箇所 

３ 

再 

資 

源 

化 

性 

(1) 

物 

質 

回 

収 

○検証結果 

(1)不燃物中の回収鉄、アルミ、銅の酸化物の比率は概ね１％未満、また金

属の純度は１００％に近い値であり、再利用が可能である。 

 

不燃物中の回収鉄、アルミ、銅の分析結果 

回収物 成分 単位 H13.2.25 

全鉄 ％ 98.97 

金属鉄 ％ 98.12 

FeO ％ 1.10(0.85) 

鉄 

回収鉄純度 ％ 99.14 

全アルミ ％ 96.44 

金属アルミ ％ 96.29 

Al2O3 ％ 0.29(0.15) 

アルミ 

回収アルミ純度 ％ 99.84 

全銅 ％ 99.86 

金属銅 ％ 99.76 

CuO ％ 0.12(0.10) 

銅 

回収銅純度 ％ 99.9 

（注）（ ）内は、それぞれFe、Al、Cu換算値 

 

P57 3.2 

1)資源回収 
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性能項目 検証結果（性能・特徴等）と実用化に際しての留意事項 報告書該当箇所 

  
(2)溶融スラグの溶出試験結果は、「溶融固化物に係る目標基準」に適合し

ている。また、参考として「東京都溶融スラグ資源化指針」と比較すると

重金属等の溶出基準及び含有量は基準値を満足しており、物理的性状も品

質基準を満足していることから、アスファルト混合物用細骨材への適用が

可能と判断される。 

 

  ①回収率／スラグ化率 ：84.3～84.8 wt％ 

  ②性  状     ：粒状水砕スラグ 

  ③用  途    ：アスファルト混合物用細骨材等 

④市 場 性     ：公共工事および民間利用 

 

溶融スラグの重金属等含有量 

サンプリング日 
項目 単位 参考値(注） 

H12.9.20 H12.9.21 H13.2.10 H13.2.27 

Pb mg/kg・dry ≦600 230 270 190 190 

Cd mg/kg・dry ≦9 4 3 3 5 

As mg/kg・dry ≦50 ≦0.1 ≦0.1 ≦0.1 ≦0.1 

含

有

量 

T-Hg mg/kg・dry ≦3 ≦0.01 ≦0.01 ≦0.01 ≦0.01 

（注）「東京都溶融スラグ資源化指針」に定める重金属等の含有量基準値 

 

溶融スラグの物理的性状 

項   目 単 位 結 果 

ｺﾝｸﾘｰﾄ用砕砂の

規格値 

(JIS A 5005)

参考値(注) 試験方法 

絶乾密度 kg/l 2.77 2.5以上 2.5以上 JIS A 1109 

吸水率 ％ 0.67 3.0以下 3.0以下 JIS A 1109 

安定性 ％ 0.9 10以下 － JIS A 1122 

微粒分量 ％ 0.58 7.0以下 － JIS A 1103 

ふるい呼び寸法(mm) 通過率(%)   

10 － 100 － 

5 99.3～99.8 90～100 100 

2.5 93～93.8 80～100 95～100 

1.2 30.6～38.2 50～90 － 

0.6 9.2～16 25～65 20～65 

0.3 3.4～7.1 10～35 10～45 

0.15 － 2～15 0～25 

 

 

粒

度

分

布 

0.075 0.3～ 0.4 － 0～5 

JIS A 1102 

その他 
－ － 受入先との 

協議による 

－ 

(注)「東京都溶融スラグ資源化指針」材料試験に係る品質基準：溶融スラグを細骨材 

（アスファルト混合物用細骨材やコンクリート用細骨材等）とする場合に適用さ 

れる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

P58 3.2 

1)資源回収 
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性能項目 検証結果（性能・特徴等）と実用化に際しての留意事項 報告書該当箇所 

 
(2) 

エ 

ネ 

ル 

ギ 

｜ 

回 

収 

○検証結果 

・実証施設は廃熱ボイラ方式ではないため、空気予熱器で排ガスから熱回

収を行い、熱分解炉流動化空気及び旋回溶融炉燃焼空気の加温に利用して

いる。実証施設での回収熱量は約10％である。 

 

・実用施設では、廃熱ボイラ効率86%程度が実現できると推定されることか

ら、発電により実用施設の所要電力を賄うことが可能と推定される。なお、

この場合の回収熱量（発電、余熱利用、ガス加熱、空気予熱）は約30％と

なる。 

 

P40  

2.6 物質・熱収支 

P47 2.8 

5)物質収支・熱収

支・用役収支 

P59 3.2 

2)エネルギー回

収 

 

 

４ 

総 

合 

機 

能 

性 

(1) 

安 

定 

稼 

動 

○検証結果 

(1)実証施設の試験運転日数：107日（H12.7～H13.3） 

 
試験運転日数内訳 

運 転 内 容 運 転 日 数 
運転条件確認試験 6日 

連続運転 37日 

100%負荷試験 48日 

030%負荷試験 9日 

070%負荷試験 5日 

120%負荷試験 2日 

合   計 107日 

 

(2)処理量 

・総平均：574kg/h（負荷率92％） 

・連続運転時：631kg/h（負荷率101％） 
 

処理実績(定格処理量：625kg/h) 

項   目 試験日数 
(日) 

ごみ処理量

(kg) 
負荷運転時間 
(h) 

平均処理量

(kg/h) 
負荷率 
(％) 

連続運転時 37 536,600 850.9 631 101 

負荷変化試験時 70 752,700 1,395.0 540 86 

  全   体 107 1,289,300 2,245.9 574 92 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

P19 

1.1 試験運転日
数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

P25 

2.1 処理実績 
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性能項目 検証結果（性能・特徴等）と実用化に際しての留意事項 報告書該当箇所 

○検証結果 

 本技術の当面のスケールアップ規模は１５０ｔ／日程度と考える。スケー

ルアップに関する主要機器の設計上のポイントは以下のとおりである。 

 

・熱分解炉：炉床負荷 

・旋回室：容積熱負荷 

・二次燃焼室：滞留時間 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 

ス 

ケ 

｜ 

ル 

ア 

ッ 

プ 

●実用化に際しての留意事項 

  実証試験の結果、10倍程度のスケールアップは可能であると判断される

が、さらなるスケールアップに当たっては、慎重に検討する必要がある。 

 

 

 

 

 

P45  

2.8 スケールア

ップ 

 

実
用
性
（
開
発
経
緯
・
納
入
実
績
） 

○検証結果 

  技術開発の経緯は下記の通りの開発手順を踏んでいる。 
 

  平成10年10月   パイロットプラント(4t/日)での試験開始 
  平成12年 7月～平成13年 3月 実証施設(15t/日)での試験 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

P4  

2. 開発の経緯 

(3) 
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性能項目 検証結果（性能・特徴等）と実用化に際しての留意事項 報告書該当箇所 

(1) 

防 

災 

性 

○検証結果 

(1)防災対策 

熱分解炉には、異常時の熱分解ガス漏洩防止のため、安全弁及び熱分解

ガス放出ラインを設けている。放出ラインではパイロットバーナ等で種火

を確保し、燃焼後排気する。 

その他の自然災害（地震・雷・台風・積雪・凍結等）・重大事故・停電

等への防災対策については、従来技術と同等である。 

 

(2)熱分解ガスの爆発性等 

  ① 熱分解炉では、通常は480～650℃の温度で熱分解状態にあり、またO2
濃度は２％以下であり、爆発の危険性はない。 

  ② 熱分解ガスの漏洩対策として、以下の対策をたてている。 

・ 給じん系及び不燃物排出系でのシールの徹底 

・ 熱分解炉及び熱分解ガスラインの密閉構造 

・ 誘引通風機の風量制御により熱分解炉内圧を負圧に維持 

・ 旋回室のスラグ出滓口下方で可燃性ガスの検知器設置及び窒素ガ

スパージ 

 ③ 旋回室においては、常時安定した燃焼状態を維持していることから爆

発の危険性はないと判断できる。 

 

(3)停電時の対応 

    停電時に対しては以下のような対策を講じており、安全上の問題はない

と判断できる。 

 ・ 非常用発電機が起動し、その後冷却水ポンプ、空気圧縮機等を起動さ

せる。 
 
 
 

 

 

P78  

4.5 安全性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

P69  4.1 

3)異常時の措置 

○検証結果 

 従来技術と同様な労働安全衛生対策の他に、作業環境を安全で衛生的に

保つための対策として、以下を考慮している。 

・ 密閉性の高い機器の採用と開放点検時におけるファン吸引による内

部負圧保持等で粉じんやガスの飛散防止徹底 

・ 十分な換気による良好な作業雰囲気の保持 

・ 危険箇所におけるCO、有害ガス、酸素濃度検出器の常設あるいは携

帯義務 

・ 注意銘板の設置と危険地区への立入禁止措置の徹底 

・ 現場操作優先の機器停止 

 

 

 

 

 

５ 

安 

全 

性 

(2) 

労 

働 

安 

全 

衛 

生 
性 

●実用化に際しての留意事項 

  通常運転時では熱分解ガスの爆発性はないと考えられるが、立上げ時に

は十分な初期パージを行うべきと考える。また、可燃性ガスの漏洩防止対

策を確実に行うとともに、万一の漏洩に備え、炉室内の換気を十分に行う

など、実用施設では安全性に万全を期すことが必要である。 

 

 

P78  4.5 

3)労働安全衛生

対策 
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性能項目 検証結果（性能・特徴等）と実用化に際しての留意事項 報告書該当箇所 

(1) 

操 

作 

・ 

点 

検 

性 

○検証結果 

(1)立上げ立下げ操作 

    以下の操作は、安全のため、現場操作を基本としているが、それ以外は

自動化されている。 

 ・ 立上げ時：旋回室助燃バーナ、二次燃焼室バーナ、熱分解炉起動バー

ナの点火 

 ・ 立下げ時：旋回室助燃バーナの消火 

 

(2)通常運転操作 

 ① 熱分解炉の運転操作は、ごみ供給量及び流動化空気量を制御すること

により砂層温度の制御を行っており、複雑な操作は必要ない。 

 ② 旋回室の運転操作は、補助燃量及び燃焼用空気量を制御することによ

り旋回室温度の制御を行っており、複雑な操作は必要ない。 

 ③ 溶融スラグが連続出滓のため、人為的な作業を必要としない。 

 ④ 保守点検が容易にできる構造になっている。 

 ⑤ 中央で集中管理でき、監視機能と安全制御を充実させている。 

 ⑥ 複雑な燃焼制御および演算制御は必要ない。 

 

 

 

P62 4.1 

1)立上げ立下げ

操作 

 

 

P66 4.1 

2)通常運転操作 

○検証結果 

(1)補修基準の確立 

日常点検の他に、定期点検及び補修を実施することとし、点検内容およ

び補修内容を定めている。 

 

(2)構成機器の補修頻度 

   主要機器の予想補修頻度及び想定耐用年数を以下に示す。 

 

主要機器の補修頻度等 
項   目 予想補修頻度 想定耐用年数（注） 

粗破砕機破砕刃 必要に応じ交換 処理トン数による 

熱分解炉耐火材 
1回/1年の定期補修時に必要

に応じ部分補修を実施 
10年 

旋回室耐火材 
2回/1年の定期補修時に必要

に応じ部分補修を実施 
6年 

（注）上記主要機器の想定耐用年数は、申請者から提示されたものであり、正常な運転と十分な

保守管理が行われた場合のものである。 

 

 

 

 

６ 

維 

持 

管 

理 

性 

(2) 

補 

修 

性 

●実用化に際しての留意事項 

実用施設において、廃熱ボイラを設置し、エネルギの有効利用を図る場合

には、高温腐食や摩耗の対策に配慮する必要がある。また、旋回溶融炉につ

いては、耐火材の選定を適切に行うなど、耐久性やメンテナンス性を考慮し

た設計が必要である。 

 

 

P72 

4.2 保守点検 

 

 

P76 

4.4 設備各部の

耐用性 
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性能項目 検証結果（性能・特徴等）と実用化に際しての留意事項 報告書該当箇所 

(1) 

建 

設 

費 

○検証結果 

 従来技術（ストーカ炉＋灰溶融炉）と比較すると、粗破砕機や熱分解残

さ選別設備等が増加するが、排ガス量の減少による排ガス処理設備等の縮

小、設置面積の低減等が期待されることもあり、建設費はほぼ同等あるい

はそれ以下と考えられる。 

 

 

 

 

 

 

P83 

5.2 建設費 

７ 

経 

済 

性 

(2) 

維 

持 

管 

理 

費 

○検証結果 

 実証試験期間中の実証施設の用役収支及び想定される実用施設の用役収

支の一例を以下に示す。 

実証施設及び実用施設の用役収支（一例） 

実証施設(注1) 実用施設(注2) 

使用量 維持管理費 使用量 維持管理費 項   目 

kg /ｔ(ごみ) 円 /ｔ(ごみ) kg /ｔ（ごみ） 円 /ｔ（ごみ） 

備考 

ボイラ用 － － － 12.6  

純水用 － － － 4.8  

排ガス用 － 3,188 － 824.2  
薬品 

排水用 － － － 22.6  

燃料 都市ガス 76(m3/t) 6,843 0.422(m3/t) 38.0  

上水 4.3 1,510 0.131 46.0  

工水 － － 0.794 39.7  用水 

下水 － － 0.023 2.3  
油脂類 － － － 12.6  

セメント － － 3.851 46.2  溶融飛

灰処理 キレート － － 0.770 308.1  

その他 － 10,500 － 20.8  

小計 － 22,041 － 1,377.9  

電力 349(kwh/t) 1,522.9 -129(kwh/t) -562.9  

計 － 23,563.9 － 815.0  

単価 消石灰：24円/kg、活性炭：500円/kg、都市ガス：90円/m3、上水：350円/kg 

      飛灰処理用キレート：400円/kg 

(注1)年間使用量はH12年8月17日～9月22日の運転にて算出 

(注2)年間使用量は２炉、300日/年運転にて算出 
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性能項目 検証結果（性能・特徴等）と実用化に際しての留意事項 報告書該当箇所 

  
従来技術（ストーカ炉＋電気式灰溶融炉）と比較して水、飛灰処理薬剤

等使用量に大差はない。また、補助燃料についてはごみ低位発熱量値によ

り必要とする場合もある。電力使用量については、発電を行うことにより

ランニングコストの削減が期待できる。 

なお、試算に用いた実用施設の概要は、下記のとおりである。 

・ 設備規模：150ｔ／日×2炉 

・ ごみ質：1,200（低質）、2,000（基準）、3,000 （高質）kcal/kg 

・ ガス冷却方式：ボイラ方式 

・ 空気加熱方式：蒸気式 

 

 

 


